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在留資格「特定技能」による受入れを行う分野（特定産業分野）
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分野 農業
受入れ見込み数

（５年間の最大値） ・36,500人

人材の基準

［技能試験］※技能実習２号修了者は免除
農業技能測定試験（仮称）
①耕種農業全般
②畜産農業全般

［日本語能力試験］※技能実習２号修了者は免除
日本語能力判定テスト（仮称）等

受入れの停止・再開
農林水産大臣は、
・人手不足状況の変化に応じて運用方針の見直しの検討等を行う
・受入れ見込み数を超えそうな場合は、法務大臣に受入れ停止を求める
・受入れ停止後、再び必要性が生じた場合は、法務大臣に受入れ再開を求める

そ
の
他
重
要
事
項

業務
①耕種農業全般（栽培管理、集出荷・選別等）
②畜産農業全般（飼養管理、集出荷・選別等）

受入れ機関等
の条件

①「農業特定技能協議会」（仮称）に参加し、必要な協力を行うこと
②労働者を雇用した経験がある事業者であること 等

雇用形態 ①直接雇用
②労働者派遣（派遣事業者は、農協、農協出資法人、特区事業を実施している事業者等を想定）

農業分野の「分野別運用方針」「分野別運用要領（※点線囲い部分）」の概要

・実施主体は公募で選定

・実施主体は（独）国際交流基金

日本人が通常従事している関連業務（農畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、冬場の除雪作業等）
に付随的に従事することも可能



技能実習制度 国家戦略特区
（農業支援外国人受入事業）

新たな受入れ制度
（改正出入国管理法）

在留資格 「技能実習」
 実習目的

「特定活動」
 就労目的

「特定技能１号」
 就労目的

在留期間
最長５年
（技能実習期間中は原則帰国不可）
※４年目の実習（技能実習３号）を開始する
際に、１か月以上帰国させる必要

通算で最長３年
（在留期間中の帰国可）

通算で最長５年
（在留期間中の帰国可）

従事可能な
業務の範囲

・耕種農業のうち
「施設園芸」「畑作・野菜」「果樹」
・畜産農業のうち
「養豚」「養鶏」「酪農」
※農作業以外に、農畜産物を使用した製造・
加工の作業の実習も可能

・耕種農業全般
・畜産農業全般
※農作業以外に、農畜産物等を使用した製
造・加工、運搬・陳列・販売の作業も可
能（ただし、農作業が主）

・耕種農業全般
・畜産農業全般
※日本人が通常従事している関連業務（農
畜産物の製造・加工、運搬、販売の作業、
冬場の除雪作業等）に付随的に従事する
ことも可能

技能水準 ―

「農業支援活動を適切に行うために
必要な知識・技能」
（一定の専門性・技能が必要）
※①技能実習（３年）を修了した者

又は
②農業全般についての試験に合格した者
が該当。

「受入れ分野で相当程度の知識又は
経験を必要とする技能」
（一定の専門性・技能が必要）
※業所管省庁が定める試験等により確認。
ただし、技能実習（３年）を修了した者
は試験を免除。

日本語能力
の水準 ―

「農業支援活動を行うために必要な
日本語能力」
※①技能実習（３年）を修了した者

又は
②農業全般についての試験に合格した者
が該当。

「ある程度日常会話ができ、生活に
支障がない程度の能力を有すること
を基本」
※試験等により確認。ただし、技能実習
（３年）を修了した者は試験を免除。

外国人材の
受入れ主体
（雇用主）

実習実施者（農業者等）
※農協が受入れ主体となり、組合員から農作
業を請け負って実習を実施することも可能

派遣事業者
・農業者等
・派遣事業者（農協、農協出資法人、特
区事業を実施している事業者等を想定）

農業分野の外国人材の在留資格制度の比較

※特区事業では、愛知県で10月から12人の受入れが開始。京都府、新潟市、沖縄県で受入れの準備中。



新たな外国人材の受入れのための在留資格「特定技能」の創設
 特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針

http://www.moj.go.jp/content/001278434.pdf
 農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針

http://www.moj.go.jp/content/001278458.pdf
 「農業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」に係る運用要領

http://www.moj.go.jp/content/001278472.pdf

国家戦略特区農業支援外国人受入事業（農業者向けパンフレット）
 外国人農業支援人材の受入れが始まります！～国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業～

http://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/attach/pdf/index-10.pdf

外国人技能実習制度（農業者向けパンフレット）
 農業者の皆様へ外国人技能実習制度が変わりました～特に押さえておくべきポイントとは～

http://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/attach/pdf/index-1.pdf
 農業分野における新たな外国人技能実習制度（全国農業会議所）

http://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/attach/pdf/index-3.pdf

（参考１）関係資料のURL
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（参考５）技能実習制度の見直し

３年間 ⇒ ５年間（一旦帰国後，最大２年間の実習）

①政府（当局）間の取決めがない
保証金を徴収している等の不適正な

送出し機関の存在

② 監理団体については許可制，実習実施者については届出制とし，
技能実習計画は個々に認定制とする。

③ 新たな外国人技能実習機構（認可法人）を創設し，監理団体等に
報告を求め，実地に検査する等の業務を実施。

④ 通報・申告窓口を整備。人権侵害行為等に対する罰則等を整備。
実習先変更支援を充実。

⑤ 業所管省庁，都道府県等に対し，各種業法等に基づく協力要請等
を実施。これらの関係行政機関から成る「地域協議会」を設置し，
指導監督・連携体制を構築。

見直し後（H29年11月～）
※入管法に加え、技能実習法による規制

旧制度
※入管法のみで規制

※優良な監理団体等とは，法令違反がないことはもとより，技能評価試験の合格率，指導・相談体制等について，一定の要件を満たした監理団体及び実習実施者をいう。

②監理団体や実習実施者の義務・責任
が不明確であり，実習体制が不十分

③民間機関である(公財)国際研修協力
機構が法的権限がないまま巡回指導

④実習生の保護体制が不十分

⑤業所管省庁等の指導監督や連携体制
が不十分

① 実習生の送出しを希望する国との間で政府（当局）間取決めを順
次作成することを通じ，相手国政府（当局）と協力して不適正な送
出し機関の排除を目指す。

①優良な監理団体等への実習期間の延長

②優良な監理団体等における受入れ人数
枠の拡大

③対象職種の拡大

常勤従業員数に応じた人数枠を倍増（最大５％まで ⇒ 最大１０％まで等）

地域限定の職種・企業独自の職種（社内検定の活用）・複数職種の実習の措置
職種の随時追加

優良な監理団体等に対する拡充策のポイント
（注）橙色網掛け部分は法律で規定


